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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第70期

第２四半期連結
累計期間

第71期
第２四半期連結
累計期間

第70期
第２四半期連結
会計期間

第71期
第２四半期連結
会計期間

第70期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    ９月30日

自  平成21年
    ７月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成22年
    ７月１日
至  平成22年
    ９月30日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成22年
    ３月31日

売上高 (百万円) 32,433 30,767 15,606 15,203 65,052

経常利益 (百万円) 1,980 2,056 578 920 3,926

四半期(当期)純利益 (百万円) 924 1,088 271 470 675

純資産額 (百万円) ― ─ 50,977 49,695 50,727

総資産額 (百万円) ― ─ 68,687 64,695 67,406

１株当たり純資産額 (円) ― ─ 1,213.321,241.601,207.10

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 22.17 26.34 6.50 11.48 16.20

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ─ ― ─ ―

自己資本比率 (％) ― ─ 73.7 76.3 74.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,189 6,949 ― ─ 648

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,725 △621 ― ─ △602

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △854 △1,806 ― ─ △927

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ─ 13,759 16,708 12,298

従業員数 (名) ― ─ 1,636 1,724 1,626

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて重要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名)
1,724
(125)

(注) １　「従業員数」欄の（　）内は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員を外書きしております。

２　従業員数は当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者

を含む就業人員を記載しております。

３　臨時従業員は、パートタイマーおよび派遣社員を除いた期間契約社員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名)
1,561
(98)

(注) １　「従業員数」欄の（　）内は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員を外書きしております。

２　従業員数は当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員を記載しております。

３　臨時従業員は、パートタイマーおよび派遣社員を除いた期間契約社員であります。
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第２ 【事業の状況】

(注)　「第２　事業の状況」に記載している金額には、消費税等は含まれておりません。

１ 【生産、受注及び販売の状況】

　

(1) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

報告セグメントの名称 受注高(百万円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(百万円)

前年同四半期比
(％)

建設工事部門 2,121 ― 14,790 ―

補修工事部門 10,926 ― 11,901 ―

合計 13,047 ― 26,691 ―

　
(2) 売上実績

当第２四半期連結会計期間における売上実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

報告セグメントの名称 売上高(百万円) 前年同四半期比(％)

建設工事部門 3,458 ―

補修工事部門 11,745 ―

合計 15,203 ―

(注) １  当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。

２  売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高およびその割合は次のとおりであります。

期別 相手先 売上高(百万円) 割合(％)

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

三菱重工業株式会社 2,607 16.7

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
  至　平成22年９月30日)

三菱重工業株式会社 2,405 15.8

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前連結会計年

度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、景気循環や政府の景気刺激策の効果に加え、猛暑効

果もあり、緩やかな景気回復の動きが見られたものの、急激な円高の進行に伴う輸出の鈍化、さらに株式

市場の不安定化など景気は依然として厳しい状況で推移いたしました。

このような経済環境のもと、当社グループは企業の持続的成長と経営基盤強化のため、2008年度より新

中期経営計画「チャレンジ10」に着手し、本年度はその最終年度として、計画の達成に向けて鋭意努力し

てまいりました。とくに次世代への技能伝承を推進すべく人材の確保と育成、受注競争力の強化、徹底し

た原価低減による工事収支の改善、経営理念実現のためＣＳＲ活動の推進などに積極的に取り組んでま

いりました。

その結果、当第２四半期連結会計期間の業績については、受注高13,047百万円（前年同期比22.4％

減）、売上高15,203百万円（前年同期比2.6％減）、うち海外工事は811百万円となりました。利益面につ

いては、工事案件の減少に伴い売上高が伸び悩んだものの、グループを挙げて工事進捗状況の把握による

採算性の改善に努めた結果、営業利益917百万円（前年同期比47.9％増）、経常利益920百万円（前年同期

比59.1％増）、当期純利益470百万円（前年同期比73.4％増）となりました。

なお、セグメント別の業績を示すと、次のとおりであります。

（建設工事部門）

建設工事部門については、受注高は発電設備工事の大型受注案件が前期にあったことにより、対前年

同期に比し部門全体として減少し、2,121百万円（構成比16.3％）となりました。売上高については、事

業用の発電設備工事の減少が響き、部門全体として減少し3,458百万円（構成比22.7％）となり、営業

利益は465百万円となりました。

　
（補修工事部門）

補修工事部門については、受注高は原子力の発電設備工事と製鉄所関係の設備工事が伸びたことに

より、部門全体も増加し10,926百万円（構成比83.7％）となりました。売上高についても、受注高同様、

原子力の発電設備工事と製鉄所関係の設備工事が増加したことで、部門全体の売上げを押し上げ、

11,745百万円（構成比77.3％）となり、営業利益は1,232百万円となりました。

　
(2) 財政状態の分析

資産、負債及び純資産の状況

(イ) 資産

流動資産は、短期貸付金が4,340百万円増加したものの、受取手形・完成工事未収入金が5,323百万円減

少したことおよび未収還付法人税等が1,262百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べて

1,955百万円減少し46,675百万円となりました。

固定資産は、投資有価証券が559百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べて756百万円

減少し18,020百万円となりました。

　
(ロ) 負債

流動負債は、未払法人税等が1,054百万円増加したものの、支払手形・工事未払金が846百万円減少した

ことおよび未払金が1,459百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べて1,705百万円減少

し12,852百万円となりました。

固定負債は、退職給付引当金が64百万円増加したことなどにより、前連結会計年度末に比べて25百万円

増加し2,147百万円となりました。

　
(ハ) 純資産

純資産は、自己株式が1,115百万円増加したことなどにより、前連結会計年度末に比べて1,031百万円減

少し49,695百万円となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は16,708百万円と

なり、第１四半期連結会計期間末に比べ3,473百万円増加しました。なお、各キャッシュ・フローの状況と

それらの要因は次のとおりであります。

　
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは4,683百万円の増加(前年同四半期連結会計期間比57百万円減)

となりました。これは、主に売上債権の減少による資金の増加1,848百万円および未成工事支出金等の減

少による資金の増加1,517百万円があったことによるものです。

　
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは39百万円の増加(前年同四半期連結会計期間比818百万円増)と

なりました。これは、主に有形固定資産の取得による支出36百万円があったものの、有形固定資産の売却

による収入92百万円があったことによるものです。

　
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは1,198百万円の減少(前年同四半期連結会計期間比1,123百万円

減)となりました。これは、主に自己株式の取得による支出1,114百万円によるものです。
　

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　
(5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は212百万円であります。なお研究開発活動の状況に重

要な変更はありません。

　
(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

国内経済は景気刺激策の効果が薄れつつあり、輸出の増勢が鈍化し、内需への波及も緩やかなものに留

まっていることから減速傾向がさらに増すものと思われます。また、各企業は設備投資に対してなお慎重

な姿勢を崩しておらず、国内投資を手控え、海外シフトを積極化する動きもあり、設備投資の低迷長期化

が懸念されております。

　当社グループの主力事業とする電力業界においては、燃料価格などの不安材料はあるものの、電力需要

は緩やかに伸びることが予想され、これに伴い電力の安定供給が求められております。さらに国を挙げて

取り組む「低炭素社会」の実現に向けて、環境保全と経済性に優れた原子力発電所の拡充に期待が寄せ

られており、中長期的には原子力発電所の新規建設工事をはじめ、耐震強化工事や高経年化対策工事など

の案件が増えていくことが予想されます。

　当社グループといたしましては、こうした建設計画が実施を迎えるまでに今しばらく時間を要すること

から、引き続き仕事量の確保に主眼を置き、予定件名の確実な受注と新規件名の獲得に向け、積極的な営

業活動の展開と徹底したコスト管理によって業績向上と利益確保を図ってまいりたいと思います。

 

　
(7) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループの経営陣は、今般、新中期経営計画「チャレンジ10」の最終年度に当たり、あらためて安

全と品質の確保を第一に、積み残しのないよう計画の達成に邁進するとともに、多様化する顧客のニーズ

に応え、安心して任せられる責任ある施工を提供し、信頼の確保に努めてまいります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更並びに重要

な設備計画の完了はありません。

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 138,959,000

計 138,959,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 42,683,96042,683,960
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は、1,000株であり
ます。

計 42,683,96042,683,960― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年９月30日 ― 42,683,960 ― 4,000 ― 4,645

　

(6) 【大株主の状況】

　 　 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８－11 5,169 12.10

第一生命保険株式会社
(常任代理人　資産管理サービス
信託銀行株式会社)

東京都千代田区有楽町１丁目13－１
(東京都中央区晴海１丁目８－12
晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタ
ワーＺ棟)

1,965 4.60

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11－３ 1,909 4.47

西華産業株式会社 東京都千代田区丸の内３丁目３－１ 1,507 3.53

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 1,392 3.26

太平電業社員持株会 東京都千代田区神田神保町２丁目４ 1,330 3.11

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口９)

東京都中央区晴海１丁目８－11 1,217 2.85

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 1,104 2.58

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目27－２ 1,000 2.34

ザ　バンク　オブ　ニューヨーク　
－　ジャスディック　ノン　トリー
ティー　アカウント
(常任代理人　株式会社みずほ
コーポレート銀行決済営業部)

ONE WALL STREET, NEW YORK, NY 10286, U.
S.A
(東京都中央区月島４丁目16－13)

844 1.97

計 ― 17,439 40.86

(注) １　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 5,169千株
日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 1,909千株
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口９) 1,217千株
　 　

２　当社は、自己株式2,939千株(6.88％)を所有しておりますが、上記大株主から除いております。
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３　大株主は平成22年９月30日現在の株主名簿に基づくものでありますが、平成21年１月７日付で野村證券株式会

社から提出された大量保有報告書（変更報告書）により、同社およびその共同保有者２社が平成20年12月31

日付で1,745千株所有している旨の報告を受けておりますが、当社としては、平成22年９月30日現在の実質保

有状況について確認できないため、上記表には含めておりません。なお、その大量保有報告書(変更報告書)の

内容は次のとおりであります。

　

氏名又は名称
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対
する所有株式数の割

合(％)

野村證券株式会社 53 0.12

NOMURA INTERNATIONAL PLC 90 0.21

野村アセットマネジメント株式会社 1,602 3.75

計 1,745 4.09

　

　　また、平成21年４月21日付でJPモルガン・アセット・マネジメント株式会社から提出された大量保有報告書

（変更報告書）により、平成21年４月15日付で同社が1,775千株所有している報告を受けておりますが、当社

としては平成22年９月30日現在の実質保有状況について確認できないため、上記表には含めておりません。

　

　　また、平成21年12月21日付で株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから提出された大量保有報告書

（変更報告書）により、同社の子会社３社が平成21年12月14日付で2,025千株所有している旨の報告を受けて

おりますが、当社としては、平成22年９月30日現在の実質保有状況について株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行以外

は確認できないため、上記表には含めておりません。なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容のうち、

確認できない内容は次のとおりであります。

　

氏名又は名称
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対
する所有株式数の割

合(％)

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 862 2.01

三菱ＵＦＪ投信株式会社 59 0.13

計 921 2.16

　

　　また、平成22年２月22日付で住友信託銀行株式会社から提出された大量保有報告書（変更報告書）により、同社

およびその共同保有者１社が平成22年２月15日付で3,134千株所有している旨の報告を受けておりますが、当

社としては、平成22年９月30日現在の実質保有状況について確認できないため、上記表には含めておりませ

ん。なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

　

氏名又は名称
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対
する所有株式数の割

合(％)

住友信託銀行株式会社 3,058 7.16

日興アセットマネジメント株式会社 76 0.17

計 3,134 7.34
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）　
　　
 普通株式

2,939,000
（相互保有株式）
普通株式　 20,000

― ―

完全議決権株式(その他)
 普通株式

39,316,000
39,316 ―

単元未満株式
 普通株式

408,960
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 42,683,960― ―

総株主の議決権 ― 39,316 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式37株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
太平電業株式会社

東京都千代田区神田
神保町２－４

2,939,000 ― 2,939,0006.88

(相互保有株式)
東京動力株式会社

神奈川県横浜市鶴見区
佃野町11－８

20,000 ― 20,000 0.05

計 ― 2,959,000 ― 2,959,0006.93

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
　　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月

最高(円) 875 847 680 687 670 624

最低(円) 826 634 626 610 560 560

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場一部におけるものであります。　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載しております。　

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１

日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 9,716 9,732

受取手形・完成工事未収入金 18,061 23,384

有価証券 1,510 1,510

未成工事支出金 5,364 4,885

材料貯蔵品 2 2

短期貸付金 ※2
 11,183

※2
 6,843

繰延税金資産 538 426

その他 301 1,850

貸倒引当金 △3 △4

流動資産合計 46,675 48,630

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 13,335 13,489

減価償却累計額 △8,474 △8,472

建物・構築物（純額） 4,861 5,016

機械・運搬具 10,542 10,563

減価償却累計額 △8,909 △8,818

機械・運搬具（純額） 1,632 1,744

工具器具・備品 1,493 1,508

減価償却累計額 △1,379 △1,373

工具器具・備品（純額） 113 134

土地 4,119 4,162

リース資産 226 206

減価償却累計額 △65 △42

リース資産（純額） 160 163

建設仮勘定 304 420

有形固定資産計 11,192 11,643

無形固定資産 261 276

投資その他の資産

投資有価証券 4,368 4,927

長期貸付金 84 12

賃貸不動産 1,078 1,078

減価償却累計額 △595 △585

賃貸不動産（純額） 482 493

繰延税金資産 603 403

その他 1,122 1,116

貸倒引当金 △94 △98

投資その他の資産計 6,566 6,855

固定資産合計 18,020 18,776

資産合計 64,695 67,406
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金 8,945 9,792

短期借入金 159 179

リース債務 79 73

未払法人税等 1,106 51

繰延税金負債 0 4

未成工事受入金 702 962

賞与引当金 855 802

役員賞与引当金 45 98

完成工事補償引当金 15 6

工事損失引当金 39 175

その他 901 2,409

流動負債合計 12,852 14,557

固定負債

リース債務 214 233

繰延税金負債 0 0

退職給付引当金 1,828 1,764

その他 103 124

固定負債合計 2,147 2,122

負債合計 15,000 16,679

純資産の部

株主資本

資本金 4,000 4,000

資本剰余金 4,645 4,645

利益剰余金 42,024 41,561

自己株式 △1,664 △549

株主資本合計 49,006 49,658

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 385 733

為替換算調整勘定 △51 △41

評価・換算差額等合計 333 692

少数株主持分 355 376

純資産合計 49,695 50,727

負債純資産合計 64,695 67,406
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 32,433 30,767

売上原価 27,613 25,812

売上総利益 4,819 4,954

販売費及び一般管理費 ※
 2,867

※
 2,972

営業利益 1,952 1,982

営業外収益

受取利息 31 17

受取配当金 45 51

固定資産賃貸料 55 55

保険配当金 12 2

受取保険金 13 19

株式割当益 － 59

その他 42 81

営業外収益合計 202 285

営業外費用

支払利息 1 1

固定資産賃貸費用 56 52

為替差損 94 128

その他 21 28

営業外費用合計 173 211

経常利益 1,980 2,056

特別利益

固定資産売却益 0 50

完成工事補償引当金戻入額 13 －

貸倒引当金戻入額 6 4

負ののれん発生益 － 18

長期未払金戻入額 － 9

特別利益合計 21 83

特別損失

固定資産除却損 5 54

投資有価証券評価損 99 102

ゴルフ会員権評価損 0 0

その他 － 0

特別損失合計 106 158

税金等調整前四半期純利益 1,895 1,981

法人税、住民税及び事業税 796 1,023

法人税等調整額 130 △136

法人税等合計 926 886

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,095

少数株主利益 44 6

四半期純利益 924 1,088
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 15,606 15,203

売上原価 13,548 12,750

売上総利益 2,057 2,452

販売費及び一般管理費 ※
 1,436

※
 1,535

営業利益 620 917

営業外収益

受取利息 16 8

受取配当金 0 0

固定資産賃貸料 25 27

保険配当金 9 －

受取保険金 5 8

還付加算金 － 35

その他 13 19

営業外収益合計 71 100

営業外費用

支払利息 0 1

固定資産賃貸費用 24 25

為替差損 77 56

その他 9 13

営業外費用合計 112 97

経常利益 578 920

特別利益

固定資産売却益 0 50

完成工事補償引当金戻入額 0 －

貸倒引当金戻入額 4 1

負ののれん発生益 － 18

特別利益合計 5 69

特別損失

固定資産除却損 3 34

投資有価証券評価損 － 65

ゴルフ会員権評価損 0 －

特別損失合計 3 99

税金等調整前四半期純利益 580 891

法人税、住民税及び事業税 602 886

法人税等調整額 △295 △470

法人税等合計 306 415

少数株主損益調整前四半期純利益 － 475

少数株主利益 2 5

四半期純利益 271 470
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,895 1,981

減価償却費 581 651

負ののれん発生益 － △18

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6 △4

その他の引当金の増減額（△は減少） △111 △62

受取利息及び受取配当金 △77 △68

支払利息 1 1

為替差損益（△は益） 94 124

持分法による投資損益（△は益） △28 △8

その他の営業外損益（△は益） △54 △168

有形固定資産除売却損益（△は益） 4 3

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 100 103

売上債権の増減額（△は増加） 4,355 5,058

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △686 △483

仕入債務の増減額（△は減少） △533 △836

未払消費税等の増減額（△は減少） △698 103

その他 △8 5

小計 4,829 6,380

利息及び配当金の受取額 75 73

利息の支払額 △1 △1

その他の収入 157 426

その他の支出 △219 △1,219

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,652 1,289

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,189 6,949

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △3,733 △3,676

定期預金の払戻による収入 3,545 3,676

有価証券の取得による支出 △1,300 △2,000

有価証券の売却による収入 800 2,000

有形固定資産の取得による支出 △1,274 △692

有形固定資産の売却による収入 1 93

投資有価証券の取得による支出 △395 △0

貸付けによる支出 △10 △0

貸付金の回収による収入 11 1

子会社株式の取得による支出 － △2

その他の支出 △221 △22

その他の収入 850 2

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,725 △621
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 240 220

短期借入金の返済による支出 △240 △220

長期借入金の返済による支出 △24 △20

自己株式の取得による支出 △3 △1,116

自己株式の売却による収入 0 1

リース債務の返済による支出 － △40

配当金の支払額 △833 △625

少数株主への配当金の支払額 △4 △5

少数株主からの払込みによる収入 11 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △854 △1,806

現金及び現金同等物に係る換算差額 △82 △112

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 527 4,409

現金及び現金同等物の期首残高 13,231 12,298

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 13,759

※
 16,708
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期連結会計期間(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日 
  至　平成22年９月30日)

会計処理基準に関する事項の変更

(1)「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関

連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する

会計基準」(企業会計基準第16号　平成20年３月10

日公表分)及び「持分法適用関連会社の会計処理に

関する当面の取扱い」(実務対応報告第24号　平成

20年３月10日)を適用し、連結決算上必要な修正を

行っております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。　

(2)「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に

関する会計基準」(企業会計基準第18号　平成20年

３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針第21号　平成20

年３月31日)を適用しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。

(3)「企業結合に関する会計基準」等の適用

当第２四半期連結会計期間より、「企業結合に関

する会計基準」(企業会計基準第21号　平成20年12

月26日)、「連結財務諸表に関する会計基準」(企業

会計基準第22号　平成20年12月26日)及び「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用

指針」(企業会計基準適用指針第10号　平成20年12

月26日)を適用しております。

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用に伴い、当第２四半期連結累計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　
当第２四半期連結会計期間

(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

１．「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等

の一部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用に伴い、当第２四半期連結会計期間

では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

２．前第２四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「還付加算金」は、営業外収益

総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしております。なお、前第

２四半期連結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「還付加算金」は0百万円であります。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　１　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行７行と貸出コミットメント契約を締結し

ております。

　当第２四半期連結会計期間末における貸出コミッ

トメントに係る借入未実行残高等は、次のとおりで

あります。

貸出コミットメントの総額 8,000百万円

借入実行残高 ―  〃

差引額 8,000  〃

　１　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行７行と貸出コミットメント契約を締結し

ております。

　当連結会計年度末における貸出コミットメントに

係る借入未実行残高等は、次のとおりであります。

 

貸出コミットメントの総額 8,000百万円

借入実行残高 ―  〃

差引額 8,000  〃

　

※２　担保受入金融資産

短期貸付金には、11,183百万円の現先取引が含ま

れております。これにより現先有価証券の売手から

担保として受け入れた有価証券の内容及び期末時価

は、次のとおりであります。

内容 債券

時価 11,183百万円

※２　担保受入金融資産

短期貸付金には、6,768百万円の現先取引が含まれ

ております。これにより現先有価証券の売手から担

保として受け入れた有価証券の内容及び期末時価

は、次のとおりであります。

内容 債券

時価 6,768百万円

 

　３　受取手形割引高 2百万円

　

　３　受取手形割引高  1百万円 

　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
  至　平成22年９月30日)

※　販売費および一般管理費の内訳

このうち主要な費目及び金額は次のとおりであ
ります。

従業員給料手当 1,108百万円

賞与引当金繰入額 177  〃

役員賞与引当金繰入額 39  〃

※　販売費および一般管理費の内訳

　このうち主要な費目及び金額は次のとおりであ
ります。

従業員給料手当 1,041百万円

賞与引当金繰入額 215　〃

役員賞与引当金繰入額 45　〃

　

第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
  至　平成22年９月30日)

※　販売費および一般管理費の内訳

このうち主要な費目及び金額は次のとおりであ
ります。

従業員給料手当 516百万円

賞与引当金繰入額 135  〃

役員賞与引当金繰入額 19  〃

※　販売費および一般管理費の内訳

　このうち主要な費目及び金額は次のとおりであ
ります。

従業員給料手当 473百万円

賞与引当金繰入額 161  〃

役員賞与引当金繰入額 22  〃
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年９月30日現在)

現金預金 10,813百万円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △ 5,551　〃

有価証券のうちマネー・マネジメ
ント・ファンド

　　10  〃

短期貸付金のうち現先 8,487　〃　　　　

現金及び現金同等物 13,759　〃

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成22年９月30日現在)

現金預金 9,716百万円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金△ 4,201  〃

有価証券のうちマネー・マネジメ
ント・ファンド

  10  〃

短期貸付金のうち現先
11,183　〃　　　

　

現金及び現金同等物 16,708　〃

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)及び

当第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 42,683,960

　
　
２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 2,945,288

　
　
３　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

　

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年４月20日
取締役会

普通株式 利益剰余金 625 15平成22年３月31日 平成22年６月30日

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

　

５　株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成22年８月26日開催の取締役会において、会社法165条第３項の規定により読み替えて適

用される同法第156条の規定に基づき自己株式の取得を決議し、同日付で自己株式立会外買付取引によ

り1,971,000株の自己株式の取得を実施したことなどにより、当第２四半期連結累計期間において自己

株式が1,115百万円増加しております。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)及び

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める建設事業の割合がいずれも90％を超えてい

るため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)及び

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

全セグメントの売上高の合計額に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情

報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)及び

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

 平成20年３月21日)を適用しております。

　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、事業を展開する工事の種類別に管理部門を設置し、国内および海外の各種プラント設備の建設、補

修、維持に関連する事業を行っておりますが、報告セグメントとしては、「建設工事部門」および「補修工

事部門」の２つとしております。

　「建設工事部門」は、火力、原子力発電設備や製鉄関係、環境保全、化学プラント等の設備据え付けや改造

工事等と、これらの設備に付帯する電気計装工事、保温、塗装工事他の施工、および各種プラント設備の解

体、廃炉措置等の事業を国内外で行っております。

　「補修工事部門」は、同上の各種プラント設備の定期点検、日常保守、修繕維持等の事業を行っておりま

す。
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２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

合計
建設工事部門 補修工事部門

売上高 　 　 　

  外部顧客への売上高 6,121 24,645 30,767

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

─ ─ ─

計 6,121 24,645 30,767

セグメント利益又は損失(△) 365 3,125 3,490

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

合計
建設工事部門 補修工事部門

売上高 　 　 　

  外部顧客への売上高 3,458 11,745 15,203

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

─ ─ ─

計 3,458 11,745 15,203

セグメント利益又は損失(△) 465 1,232 1,698
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３  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項)

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 3,490

全社費用(注) △1,508

四半期連結損益計算書の営業利益 1,982

(注)  全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費および共通経費であります。

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

　 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 1,698

全社費用(注) △781

四半期連結損益計算書の営業利益 917

(注)  全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費および共通経費であります。

　

(資産除去債務関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)

　当社は、賃貸借契約に基づき使用する事務所等のうち一部については、退去時における原状回復に係る

債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、現在のところ移転等も

予定されていないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に

見合う資産除去債務を計上しておりません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 1,241.60円
　

　 　

　 1,207.10円
　

　

　
２  １株当たり四半期純利益金額等

第２四半期連結累計期間
　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 22.17円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －
　

１株当たり四半期純利益金額 26.34円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －
　

(注) １  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎
　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 924 1,088

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 924 1,088

普通株式の期中平均株式数(千株) 41,715 41,333

　
第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 6.50円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －
　

１株当たり四半期純利益金額 11.48円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －
　

(注) １ 　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎
　

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 271 470

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 271 470

普通株式の期中平均株式数(千株) 41,715 40,960

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月12日

太 平 電 業 株 式 会 社

取 締 役 会  御中

　

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    桐　　川　　　聡    　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    八　代　　輝　雄　    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている太平

電業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、太平電業株式会社及び連結子会社の平成21年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
追記情報

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第

１四半期連結会計期間から工事契約に関する会計基準を適用しているため、同会計基準に基づいて四半期連

結財務諸表を作成している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月12日

太 平 電 業 株 式 会 社

取 締 役 会  御中

　

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    桐　　川　　　聡    　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    八　代　　輝　雄　    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている太平

電業株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、太平電業株式会社及び連結子会社の平成22年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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